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0 欧州連合 (EU) が提唱し、 使用している 考え方 
・予防原則に 関する 案 U コミュニケーション (2000 年 2 月 ) 
・欧州連合の 食品 法 における一般原則 (EC 現員Ⅱ 78/2002) 

0 わが国では、 通常「予防原則」と 翻拮尺 されている。 

Preca ㎝ on( 予防策，用い、 警戒 ) 七 %Preve 冊 on( 防止、 予防 ) 

0 食品分野において 国際的に合意された 用語ではない。 
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( 背景 ) 国際法における 予防的措置 

0 「 992 年国連環境開発会議 (UNCED) リオ宣言 
環境を保護するために、 予防的 ヱヱ旦 二王 が 、 国家により、 その能力に応じ 
て、 広く適用されるべきであ る。 深刻な又は回復不可能な 損害のおそれがあ る 
場合には、 科学的な確実性が 十分にないことをもって、 環境の悪化を 未然に 
防止するための 費用対効果の 高い措置を延期する 理由としてはならない。 

01992 年生物多様性条約双文 
‥・生物の多様性の 著しい減少又は 喪失のおそれがあ る場合には，科学的な 
確実性が十分にないことをもって ，そのようなおそれを 回避し又は最小にする 
ための措置をとることを 延期する理由とすべきではないことに 留意し‥・ 

OWTO の SPS 協定 ( 第 5 条第 7 項 ) 
加盟国は，関連する 科学的証拠が 不十分な場合には、 関連国際機関から 得 る 
れる情報及び 他の加盟国が 適用している 衛生植物検疫措置から 得られる情報を 
含む入手可能な 適切な情報に 基づき、 暫定的に衛生植物検疫措置を 採用する 
ことができる。 そのような状況において、 加盟国は、 一層客観的な 危険性の 
評価のために 必要な追加の 情報を得るよう 努めるものとし ，また、 適当な期間 
内に当該衛生植物検疫措置を 再検討する。 
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  予 Ⅱ竹原典Ⅱ C 関する 三 U コミュニケーション」 (COM(2000)1 2000 年 2 月 2 日 ) 

0 予防原則は、 リスク分析のアプローチの 枠組みの中で 考えられるべき。 

0 予防原則は、 リスク管理において 政策決定者により 用いられるもの。 

0 予防原則に基づく 措置は以下のようなものであ るべき。 
・選択される 保護の水準に 応じていること 
・その適用において 無差別であ ること 

  既にとられた 同様の措置 と 一貫していること 
  潜在的な便益と 費用の検討に 基づくこと 
・新たな科学的データに 基づく再検討を 条件とすること 

米 このコミュニケーションは、 予防原則適用のための 具体的な手引きとして 
示されたもの。 
その目的のひとっには、 「保護主義の 偽装された 一 形態としての 予防原則の 
むやみな援用を 回避すること」が 記されている。 

( 出典 ) 環境政策における 予防的方策・ 予防原則のあ り方に関する 研究会報告 き 

資料 3 予防原則に関する EU コミュニケーション 

Ⅱ セ tp://www.env,gojp/po@icy/repo 代 /h16 一 03/ma 士 u03.pdf 
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欧州連合の食 叩法 における一般原則と 要件 (EC 規則 178/2002) 

Regulation@(EC)@No@178/2002@of@the@European@parliament@and@of@the@council 

Article・ Precautionary｝rinciple Ⅰ l 

i   formation,@the@posSUlity@of@harmf@@   effects@on@health@@@   i   entiied@but 
sci   ntiic「ncert8nty｝ersists,｝rovisional〉isk［anagement［easures 

necessary@to@ensure@the@high@levo@   of@health@protection@chosen@in@the 
Communiy@may@be@adopted,@pending@further@scientific@information@for@a@more 
comprehensi   e@risk@assessment ・ 2 
more〉estricti   e｛f》rade》han　   required》o‖chive》he´gh〕evel｛f”ealth 
protecton…hosen（n》he，ommunity,〉egard｜eing”ad》o》echnial‖nd 
economic だ easibihity  and  otherf 、 actorsregarded  aslegitim じ te  in  the  ma は e 「   
of@ Ⅰ     me,@depending@on@the@nature@of@the@r*k@to@life@or@health@ientified@and@the 
ゆ pe  0fscienti Ⅱ c  in 廿 ormation  needed  to  cIa Ⅰ i 取 the  scienti Ⅱ c  unce Ⅱ tain け and  to 
conduct‖［ore…omprehensive：sk‖ssessment ・ 

http://europa ・ eu ， int/eur-lex/pri/en/oj/dat/2002/L031@/L03120020201@en00010024.pdf 
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第 7 条予防原則 ( 板訳 ) 

]  利用可能な情報の 評価により、 健康への有害な 効果の可能性が 特定されるも ， 
科学的不確実性があ るような状況下においては、 高い水準の健康保護を 保証する 
ため、 暫定的なリスク 管理措置を採択することもあ り ぅる 。 ただし、 さらなる科学的 
情報が得られれば、 よ り包括的なリスク 評価を行 う 。 

2 第 1 項に基づき採択される 措置については、 高 い 水準の健康保護を 達成する 
ための必要性に 応じたものであ るべきであ り、 貿易を障害するほど 厳しくしては 
ならない。 その際、 技術的，経済的実行可能性，その 他の正当と見なされる 要素 
を考慮に入れる。 
措置については、 特定された健康や 生命に対するリスクの 本質と、 科学的 不 
確実性の解消 や 、 より包括的なリスク 評価を行 う ために必要な 科学的情報の 種類 
に 応じて、 妥当な期間内に 見直すことになっている。 

@
 



第 7 条予防原則 ( 仮訳 ) について 

0  科学的に不確実なことがあ っても、   @      口 牝た，   圭     にとづく l   ス案，     に 
よし車への   空性が     、             。 ム ，暫定的なリスク 管理措置をとり 得る 
ことを述べている。 

づ有害かどうかわからないから 予防的に規制しょうとは 述べていない。 

0  必要以上に貿易を 規制しないこと、 技術的、 経済的実行可能性、 その他の 
正当と見なされる 要素を考慮し、 予想されるリスクの 程度に応じて 対応する 
ことを述べている。 

0  規制は、 妥当な期間内に 見直すことを 述べている。 
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欧州連合の予防原則適用の 実例 

0 中海綿状脳症 (BSE) 
「 996 年英国政府の 海綿状脳症諮問委員会 (SEAC) が 、 人に変異型 CJD が発生 
しており、 その原因は BSE 感染牛を食べたことにあ ることを否定できない、 との見解 

ロム   
からの牛肉の 輸出を禁止しました。 

0 ホルモン剤を 投与して肥育された 牛 ( 途中から予防原則が 争点となった 事例 ) 
「 989 年、 EC はホルモン剤を 投与して肥育された 牛肉が発がん 性のおそれあ り 
として「 涯   ，                     1      に 輸入禁止にするとともに EC 域内における 同様の 
肥育中の販売も 禁止した。 
米国、 ヵナダ は WTO に提訴。 
WTO は、 予防原則に基づくかどうかは 無関係に、 SPS 協定第 5 条第 7 項の条件を 
満たすものであ れば WTO ルール整合とし ， EC の貿易措置はこれを 満たしていない 
として WTO ルール違反と 結論づけた。 



( 参考 ) 

予防的な観点、 からの暫定的な SPS 措置が WTC@ 整合的となる 
カト 『ん々 久 ん々 ために必要な 条件 (SPS 協疋弟 5 本束 7 項との関係から ) 

1. 関連の必要な 科学的証拠 ( ヂ 一タ ) が十分に入手できないこと。 

日ム 2, SPS 協定に基づく 予防措置をとる 場口 には、 関連の国際機関からの 
入手可能な適切な 情報に基づくこと。 

3, 当該国 ( 輸入国 ) が，一層客観的なリスク 評価のために 必要な追加情報 
を 得る努力を行っていること。 

4. 暫定的に実施されている 当該 SPS 措置を、 適当な期間内に 再検討する 
こと。 




